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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第64期(2012年度)
第２四半期
連結累計期間

第65期(2013年度)
第２四半期
連結累計期間

第64期(2012年度)

会計期間
自 2012年４月１日
至 2012年９月30日

自 2013年４月１日
至 2013年９月30日

自 2012年４月１日
至 2013年３月31日

売上高 (百万円) 234,043 243,046 464,655

経常利益 (百万円) 13,483 16,391 27,344

四半期(当期)純利益 (百万円) 9,001 14,787 18,818

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 4,622 17,650 33,480

純資産額 (百万円) 287,967 321,774 313,404

総資産額 (百万円) 440,869 495,962 477,880

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 43.22 71.01 90.36

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 64.4 63.6 64.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 20,252 28,823 47,931

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △22,284 △17,487 △53,182

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,961 △1,513 △2,867

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 74,213 85,020 73,978

　

回次
第64期(2012年度)
第２四半期
連結会計期間

第65期(2013年度)
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2012年７月１日
至 2012年９月30日

自 2013年７月１日
至 2013年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 19.23 31.83

(注) １．当社は、四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いない。

２．上記「売上高」には、消費税及び地方消費税は含まれていない。

３．「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載してい

ない。

　
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はない。ま

た、主要な関係会社における異動もない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社並びに当社の子会社及び

持分法適用関連会社)が判断したものである。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間の当社グループの業績は、機能材料セグメントにおいては、半導体用エポキシ封止材

や半導体用ダイボンディング材料の新規採用が増加し、また、先端部品・システムセグメントにおいては、粉末冶

金製品や車両用電池が順調に推移した。これらに加え為替の影響もあり、売上高は2,430億円(前年同期比3.8％

増)、営業利益は145億円(同8.5％増)、経常利益は164億円(同21.6％増)となった。また、四半期純利益は、福島第

一原子力発電所の事故による操業停止期間の逸失利益に対する東京電力(株)からの補償金を特別利益に計上したこ

ともあり、148億円(同64.3％増)となった。

　　①　機能材料セグメント

 電子材料

半導体用エポキシ封止材は、2012年10月１日付で日東電工(株)から同製品の事業を譲り受けたこと及び新規

採用の増加により、前年同期実績を上回った。

半導体用ダイボンディング材料は、スマートフォン、タブレットＰＣ向けの新規採用増により、前年同期実

績を上回った。

半導体回路平坦化用研磨材料は、一部顧客における需要減の影響により、前年同期実績を下回った。

電気絶縁用ワニスは、国内の自動車生産台数が減少した影響を受けたものの、為替の影響等により、前年同

期実績を上回った。

　　　無機材料

リチウムイオン電池用カーボン負極材は、パソコン向けの需要減はあったものの、環境対応自動車向けの売

上が増加し、前年同期実績並みとなった。

カーボン製品は、鉄道車両用ブラシの売上が減少した一方で、新興国向け自動車用ブラシの売上が増加した

ことにより、前年同期実績並みとなった。

　　　樹脂材料

機能性樹脂は、塗料用樹脂が国内の自動車生産台数が減少した影響を受け、前年同期実績を下回った。

粘着フィルムは、液晶ディスプレイの光学シート表面保護用の需要減により、前年同期実績を下回った。

ディスプレイ用回路接続フィルムは、スマートフォン向けの売上拡大により、前年同期実績を上回った。

タッチパネル周辺材料は、一部顧客の需要減により、前年同期実績を下回った。

　　　配線板材料

銅張積層板は、パソコン向けの需要が減少したことにより、前年同期実績を下回った。

感光性フィルムは、スマートフォン、タブレットＰＣ向けの売上拡大により、前年同期実績を上回った。

この結果、当セグメントの売上高は1,314億円(前年同期比5.3％増)、セグメント利益は131億円(同9.8％増)と

なった。

　　②　先端部品・システムセグメント

　　　自動車部品

樹脂成形品は、一部顧客の需要減により、前年同期実績を下回った。

摩擦材は、海外子会社の売上が貢献したことなどにより、前年同期実績を上回った。

粉末冶金製品は、北米での需要増により、前年同期実績を上回った。

　　　蓄電デバイス・システム

車両用電池は、アイドリングストップ車等の環境対応自動車向けの増加やタイの製造拠点の本格稼働開始に

伴い、前年同期実績を上回った。

産業用電池・システムは、通信事業者向けの電源装置の売上が減少したことにより、前年同期実績を下回っ

た。

キャパシタは、風力・太陽光発電向けの売上が増加したことにより、前年同期実績を上回った。
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　　　電子部品

配線板は、半導体検査装置関連の需要回復等により、前年同期実績を上回った。

　　　その他

診断薬・装置は、アレルギー診断薬の国内向け売上の増加等により、前年同期実績を上回った。

この結果、当セグメントの売上高は1,117億円(前年同期比2.2％増)、セグメント利益は15億円(同0.9％減)となっ

た。

　
(2) キャッシュ・フロー

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末から110億円増加し、850億円と

なった。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益が増加

したこと等から、前年同期実績と比較して86億円多い、288億円の収入となった。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出が

減少したこと等から、前年同期実績と比較して48億円少ない、175億円の支出となった。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出が増

加したこと等から、前年同期実績の20億円の収入が、15億円の支出となった。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

なお、当社は株式会社の支配に関する基本方針を定めており、その内容等(会社法施行規則第118条第３号に掲げ

る事項)は次のとおりである。

当社は、株式の上場を通じて、資本市場から事業の維持及び拡大に必要な資金を調達するとともに、株主の視点

に立ったコーポレート・ガバナンスを確保して緊張感のある経営を実践することが当社の企業価値向上に極めて重

要であると考えている。

一方、当社は、日立グループの一員として、経営情報の交換、研究開発、製品の供給、人材の交流等すべての分

野において、親会社の(株)日立製作所及びそのグループ会社との協力関係を良好に維持、発展させることにより、

各社が有する研究開発力、ブランドその他の経営資源を有効活用することも、当社の企業価値向上に資するものと

認識している。

当社としては、親会社のみならず、すべての株主にとっての企業価値の最大化を常に念頭に置き、日立グループ

会社との関係においては事業運営及び取引の独立性を保つことを基本としつつ、経営計画の策定、ガバナンス体制

の確立等に取り組んでいる。

　
(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費は132億円である。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。

　
 (5) 主要な設備

     設備の新設、改修等について、当第２四半期連結累計期間に著しい変更があったものは、次のとおりである。

 
会社名

 

事業所名
 

(所在地)

セグメント
 

の名称
設備の内容

投資予定金額
 

総額
 

(百万円)

資金調達
 

方法

着手及び完了予定年月

完成後の
 

増加能力着手 完了

新神戸電機
(株)

名張事業所
(三重県名張
市)

先端部品・
システム

蓄電池製造
設備

1,200 自己資金 2013年５月 2013年12月 ８割増加
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 ８００,０００,０００

計 ８００,０００,０００

　
② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2013年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2013年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 208,364,913 208,364,913
東京証券取引所
市場第一部

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式で
あり、単元株式数は100株で
ある。

計 208,364,913 208,364,913 ― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

自 2013年７月１日
至 2013年９月30日

― 208,364,913 ― 15,454,363 ― 32,861,522
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(6) 【大株主の状況】

　 　 2013年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(株)日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 106,699 51.21

日本トラスティ・サービス信託銀
行(株)(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 8,303 3.99

日本マスタートラスト信託銀行
(株)(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 4,740 2.28

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町二丁目７番９号 3,363 1.61

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 3,139 1.51

日立化成グループ持株会 東京都千代田区丸の内一丁目９番２号 2,733 1.31

ザ バンク オブ　ニューヨーク－
ジャスディック トリーティー ア
カウント
(常任代理人　(株)みずほ銀行決済
営業部)

AVENUE DES ARTS 35 KUNSTLAAN, 1040
BRUSSELS, BELGIUM
(東京都中央区月島四丁目16番13号)

2,392 1.15

ビービーエイチ ボストン カスト
ディアン フォー ブラックロック
グローバル アロケーション ファ
ンド インク 620313
(常任代理人　(株)みずほ銀行決済
営業部)

100 BELLEVUE PARKWAY WILMINGTON,
DELAWARE 198093 70000, USA
(東京都中央区月島四丁目16番13号)

2,290 1.10

日本マスタートラスト信託銀行
(株)(信託口Ｊ)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,010 0.96

ノムラバンクルクセンブルグエス
エー
(常任代理人　(株)三井住友銀行)

BATIMENT A, 33, RUE DE GASPERICH, L-
5826, LUXEMBOURG
(東京都千代田区大手町一丁目２番３号)

1,949 0.94

計 ― 137,624 66.05
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 2013年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 119,400 ― 単元株式数100株

完全議決権株式(その他) 普通株式 207,992,200 2,079,922 単元株式数100株

単元未満株式 普通株式 253,313 ― ―

発行済株式総数 208,364,913 ― ―

総株主の議決権 ― 2,079,922 ―

　
② 【自己株式等】

　 　 2013年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日立化成(株)
東京都千代田区丸の内一
丁目９番２号

119,400 ― 119,400 0.06

計 ― 119,400 ― 119,400 0.06

　
２ 【役員の状況】

該当事項なし
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

なお、第２四半期連結会計期間(自　2013年７日１日　至　2013年９月30日)及び第２四半期連結累計期間(自　2013

年４月１日　至　2013年９月30日)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正

する内閣府令」(平成24年９月21日内閣府令第61号)附則第５条第１項ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸

表規則に基づいて作成している。

　
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(自　2013年７月１日　至

2013年９月30日)及び第２四半期連結累計期間(自　2013年４月１日　至　2013年９月30日)に係る四半期連結財務諸表

について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(１)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2013年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2013年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 36,955 36,829

受取手形及び売掛金
※3 105,134 105,509

有価証券 499 －

製品 20,163 21,702

仕掛品 12,006 12,585

原材料 15,090 15,641

関係会社預け金 37,317 48,193

その他 25,368 23,384

貸倒引当金 △791 △686

流動資産合計 251,741 263,157

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 50,116 56,314

機械装置及び運搬具（純額） 56,020 65,154

土地 20,165 21,482

その他（純額） 35,719 26,697

有形固定資産合計 162,020 169,647

無形固定資産

のれん 24,398 22,593

その他 6,080 5,896

無形固定資産合計 30,478 28,489

投資その他の資産

投資有価証券 15,259 16,090

その他 19,208 19,342

貸倒引当金 △826 △763

投資その他の資産合計 33,641 34,669

固定資産合計 226,139 232,805

資産合計 477,880 495,962
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2013年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2013年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 48,612 49,411

短期借入金 20,387 22,562

未払法人税等 7,778 6,166

その他 36,813 38,257

流動負債合計 113,590 116,396

固定負債

社債 20,000 20,000

長期借入金 8,053 8,872

退職給付引当金 17,111 －

役員退職慰労引当金 510 407

退職給付に係る負債 － 21,685

その他 5,212 6,828

固定負債合計 50,886 57,792

負債合計 164,476 174,188

純資産の部

株主資本

資本金 15,454 15,454

資本剰余金 36,113 36,113

利益剰余金 259,230 269,328

自己株式 △193 △196

株主資本合計 310,604 320,699

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,077 1,438

繰延ヘッジ損益 68 18

為替換算調整勘定 △4,770 △2,207

退職給付に係る調整累計額 － △4,362

その他の包括利益累計額合計 △3,625 △5,113

少数株主持分 6,425 6,188

純資産合計 313,404 321,774

負債純資産合計 477,880 495,962
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(２)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 2012年４月１日
　至 2012年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2013年４月１日
　至 2013年９月30日)

売上高 234,043 243,046

売上原価 179,148 182,868

売上総利益 54,895 60,178

販売費及び一般管理費
※1 41,494 ※1 45,632

営業利益 13,401 14,546

営業外収益

受取利息 187 159

受取配当金 135 165

持分法による投資利益 993 1,055

受取ロイヤリティー 669 774

為替差益 － 573

その他 1,460 1,579

営業外収益合計 3,444 4,305

営業外費用

支払利息 481 714

固定資産処分損 441 527

為替差損 1,069 －

その他 1,371 1,219

営業外費用合計 3,362 2,460

経常利益 13,483 16,391

特別利益

受取補償金
※2 1,899 ※2 4,191

特別利益合計 1,899 4,191

特別損失 － －

税金等調整前四半期純利益 15,382 20,582

法人税等 6,052 5,645

少数株主損益調整前四半期純利益 9,330 14,937

少数株主利益 329 150

四半期純利益 9,001 14,787
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 2012年４月１日
　至 2012年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2013年４月１日
　至 2013年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 9,330 14,937

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △558 361

繰延ヘッジ損益 342 △50

為替換算調整勘定 △4,373 1,968

退職給付に係る調整額 － 48

持分法適用会社に対する持分相当額 △119 386

その他の包括利益合計 △4,708 2,713

四半期包括利益 4,622 17,650

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 4,519 17,709

少数株主に係る四半期包括利益 103 △59
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(３)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 2012年４月１日
  至 2012年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2013年４月１日
  至 2013年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 15,382 20,582

減価償却費 12,188 11,791

のれん償却額 1,708 1,751

受取利息及び受取配当金 △322 △324

支払利息 481 714

売上債権の増減額（△は増加） △544 1,062

未収入金の増減額（△は増加） 1,124 2,184

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,526 △2,204

仕入債務の増減額（△は減少） 332 62

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △722

退職給付引当金の増減額（△は減少） 301 －

災害損失引当金の増減額（△は減少） △12 －

その他 △3,579 1,918

小計 24,533 36,814

利息及び配当金の受取額 372 489

利息の支払額 △442 △743

法人税等の支払額 △4,211 △7,737

営業活動によるキャッシュ・フロー 20,252 28,823

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 1,610 500

有形固定資産の取得による支出 △21,489 △19,205

有形固定資産の売却による収入 820 198

投資有価証券の取得による支出 △558 △20

子会社株式の取得による支出 △1,964 －

その他 △703 1,040

投資活動によるキャッシュ・フロー △22,284 △17,487

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,183 3,763

長期借入れによる収入 3,637 1,972

長期借入金の返済による支出 △330 △3,093

配当金の支払額 △3,748 △3,748

少数株主への配当金の支払額 △98 △277

その他 1,317 △130

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,961 △1,513

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,034 1,219

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,105 11,042

現金及び現金同等物の期首残高 76,318 73,978

現金及び現金同等物の四半期末残高
※1 74,213 ※1 85,020
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

持分法適用の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間の異動は次のとおりである。

 (除外)

 ・日立ビークルエナジー(株)　(売却)

　
(会計方針の変更等)

(退職給付に係る会計処理方法の変更)

　当社及び連結子会社は、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下、「退職

給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年

５月17日。）が2013年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったことに伴い、第１四半

期連結会計期間よりこれらの会計基準等を適用している。これにより、退職給付債務から年金資産の額を控除した額

を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に

係る負債に計上している。また、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を

期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、従業員の平均残存勤務期間に

近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均

割引率を使用する方法へ変更している。なお、退職給付会計基準第37項に定める経過的な扱いに従って、当第２四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上した

ことに伴う影響額を退職給付に係る調整累計額に、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益

剰余金にそれぞれ加減している。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る調整累計額が4,410百万円減少し、利益剰余金が941

百万円減少している。なお、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影

響は軽微である。

　
(四半期連結貸借対照表関係)

１．偶発債務

　
前連結会計年度
(2013年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2013年９月30日)

従業員の金融機関等よりの

借入金に対する債務保証
117百万円 111百万円

　
２．受取手形裏書譲渡高

　
前連結会計年度
(2013年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2013年９月30日)

受取手形裏書譲渡高 679百万円 722百万円

　
※３．期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理している。

　なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われたもの

として処理している。

　
前連結会計年度
(2013年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2013年９月30日)

　 百万円 百万円

受取手形 1,104 ―

受取手形裏書譲渡高 101 ―
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(四半期連結損益計算書関係)

※１．販売費及び一般管理費の主要内訳

　
前第２四半期連結累計期間
(自　2012年４月１日
至　2012年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2013年４月１日
至　2013年９月30日)

　 百万円 百万円

退職給付費用 651 556

貸倒引当金繰入額 △110 △134

従業員給料及び手当 11,459 12,869

荷造及び発送費 7,465 7,688

研究開発費 7,256 7,965

　
※２．受取補償金

　
前第２四半期連結累計期間(自　2012年４月１日　至　2012年９月30日)

　
逸失利益に対する東京電力(株)からの補償金である。

　
当第２四半期連結累計期間(自　2013年４月１日　至　2013年９月30日)

　
逸失利益に対する東京電力(株)からの補償金である。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

　
前第２四半期連結累計期間
(自　2012年４月１日
至　2012年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2013年４月１日
至　2013年９月30日)

　 百万円 百万円

現金及び預金勘定 39,021 36,829

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△21 △2

関係会社預け金 35,213 48,193

現金及び現金同等物 74,213 85,020
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(株主資本等関係)

　
前第２四半期連結累計期間(自　2012年４月１日　至　2012年９月30日)

　
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2012年５月28日

取締役会
普通株式 3,748 18 2012年３月31日 2012年５月29日 利益剰余金

　
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2012年10月29日

取締役会
普通株式 4,165 20 2012年９月30日 2012年11月28日 利益剰余金

　

当第２四半期連結累計期間(自　2013年４月１日　至　2013年９月30日)

　
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2013年５月29日

取締役会
普通株式 3,748 18 2013年３月31日 2013年５月30日 利益剰余金

　
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2013年10月25日

取締役会
普通株式 3,748 18 2013年９月30日 2013年11月28日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自　2012年４月１日　至　2012年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位:百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２機能材料

先端部品・
システム

計

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客への売上高 124,732 109,311 234,043 ― 234,043

(2) セグメント間の内部

　　売上高又は振替高
3,863 591 4,454 (4,454) ―

計 128,595 109,902 238,497 (4,454) 234,043

セグメント利益 11,932 1,489 13,421 (20) 13,401

(注) １．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去額である。

　　 ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　
Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自　2013年４月１日　至　2013年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位:百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２機能材料

先端部品・
システム

計

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客への売上高 131,356 111,690 243,046 ― 243,046

(2) セグメント間の内部

　　売上高又は振替高
5,237 974 6,211 (6,211) ―

計 136,593 112,664 249,257 (6,211) 243,046

セグメント利益 13,096 1,475 14,571 (25) 14,546

(注) １．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去額である。

　　 ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　
２．報告セグメントの変更等に関する事項

(退職給付に係る会計処理方法の変更）

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更

したことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更している。

なお、この変更による当第２四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微である。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2012年４月１日
至 2012年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2013年４月１日
至 2013年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 　 43円22銭 71円01銭

  (算定上の基礎) 　 　 　

 四半期純利益金額 (百万円) 9,001 14,787

 普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

 普通株式に係る四半期純利益金額 (百万円) 9,001 14,787

 普通株式の期中平均株式数 (千株) 208,249 208,246

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　
(重要な後発事象)

該当事項なし

　
２ 【その他】

 剰余金の配当

 当社は、2013年10月25日開催の取締役会において、剰余金の配当を行うことを次のとおり決議した。

 ①配当金の総額     3,748百万円

 ②１株当たり配当額        18円

 ③基準日  　   2013年９月30日

 ④効力発生日 　 2013年11月28日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 矢   内   訓   光   ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 片　　倉   正　　美   ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   葛　　貫   誠   司   ㊞

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
2013年11月13日

日立化成株式会社

執行役社長  田中  一行  殿

　

　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日立化成株式会

社の2013年４月１日から2014年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2013年７月１日から2013年９月

30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2013年４月１日から2013年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日立化成株式会社及び連結子会社の2013年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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